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【要約】 

「民主主義社会」の原点である「地域社会共同体」、「原始村落共同体」の成立に係る「権

利と義務の関係」について明示して、「公徳心教育」において教えるべきである。戦後の我

が国の「民主主義社会」を今後とも堅持して行くためには、社会の構成員に対して、その

人格形成期の高等学校において、「家族愛と郷土愛・祖国愛」を教える「公徳心教育」を「正

規の教科として採用」すべきことを提言する。 

【キーワード】公徳心教育、学習指導要領、高等学校 

【Abstract】 We should teach the “relationship of rights and obligations” related to the 

establishment of “local community” and “primitive village community” which is the origin  

of “democratic society”.  In order to adhere to our “democratic society” realized after the 

war in the future, it is proposed establishing “Mind Curriculum” to teach “love of family, 

love of home town/village and love home country” at the time of high school which is the 

character formation period of members of society and making “Mind Curriculum” regular 

course. 
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はじめに 

１）筆者は、昭和２０年（１９４５年）８月の「太平洋戦争」終戦の翌年の昭和２１年（１

９４６年）の４月に小学校に入学した。終戦直後の小学校低学年の頃の記憶に残っ    

ていることは、 

①学校は「小学校」と改称され、教科書には黒塗りのページが多く見られたこと 

②講堂には、ぴかぴか光っている扉の「奉安殿跡」が放置されていたこと 

③「戦争は悪いことだから、日本は戦争を２度とてはならない」と教えられたこと 

④「柔道や剣道等は『進駐軍の指示』によりやってはいけない」とされたこと 

⑤「『愛国心』は軍国主義につながるから持ってはいけない」とされたこと 

等の自虐的平和教育であった。即ち、筆者は小学校及び中学校（中学校卒業は昭和 

３０年３月）を通じて「日本国民としての道徳教育」を受けることはなかった。 

２）昭和２０年８月１５日の「終戦の詔勅」による「終戦の日」以来、平成 30 年（2018 年）

までに「敗戦後 73年が経過」したが、「愛国心」や「道徳教育」などの言葉は、「平和

を守ると称する左翼系学者・政治家」からは「教育勅語の復活」や「修身科の再開」

として、拒否されてきた。しかし、肝心の「愛国心」や「道徳教育」の内容について

根本から掘り下げた議論はなされることなく、ただ拒否されてきたと思う。 

３）「戦後 73年の間」には幾多の変遷と経緯を経て、「教育基本法」及び「学校教育法」施

行規則に基づく「学習指導要領」の改訂等により、「愛国心」は「国を愛する態度」と言

い換えられ、「道徳教育」として導入されている。しかし、筆者は「国を愛する態度」も

「道徳」も「上から押し付けられた概念」であり、違和感を覚えるのである。 

４）そこで、日本の国土の一隅に生まれ、「地域社会共同体」の中で育った主体的国民の一

人として、『祖国を大切にする心』＝『祖国愛』とし、『家族社会を大切にする』＝『家

族愛』とし、『地域社会を大切にする心』＝『郷土愛』と呼称して、これらを「地域社会

共同体の構成員の生活規範」としての『公徳心』として捉え、「高等学校学習指導要領」

の改訂により、「人格形成期である高校時代」において『家族愛と郷土愛・祖国愛』を教

える『公徳心教育』を「正規化すること」を提言したい。 

５）このエッセー（随想）では、「敗戦後 73 年にわたる道徳教育に係る思想的闘争の経緯」

は脇において、現代に生きる「日本国民」及び「地域社会共同体の構成員である成人（公

民）」が持つべき『家族愛』、『郷土愛』及び『祖国愛』の内容を整理し、「生活規範とし

ての『公徳心』の在り方を提示する」ことにより、『我が国の地域社会を主体的に支える

成人（公民）の在り方生き方』に係る提言を描いてみたいと考える。 

６）勿論、筆者はこの道（教育関係の法令・制度、学習指導要領等）の専門家ではないか

ら、文章全体として学問的裏付けのない情念の世界での「エッセー（随想）としての記

述」に止まっており、「学術用語」や「道徳教育に係る戦後の長い歴史的事実関係」等に

ついても一部表現が正確でない可能性があることをお許し頂きたい。 
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第１章 「祖国愛」と「公徳心」の形成 

§１．「愛国心」に対する国民のアレルギー 

（１）「愛国心」に対する国民のアレルギー 

戦前、「愛国心」とは「太平洋戦争時代」の「国家総動員法」に基づく「国家総動員体

制」の下で「国民に対する国・為政者からの押付け」として強制されてきたが、「昭和

２１年（１９４６年）～昭和 30 年代の学校教育」においては「国を愛せよ」との要求

は「国民の徳目」として明確には示されなかったと記憶する。即ち、戦後教育を受け

た世代においては「愛国心」とは「空々しく疎外感のある概念」であった。 

（２）国民は「国・為政者からの押付け」には基本的に反発する。戦前の軍国主義に支配

され、国家総動員体制の下で「国のために命を捧げること」を求められた苦い経験の

記憶から「戦前の軍国主義の復活と逆戻り」を想起するとき、本能的に拒否し反発す

る「愛国心アレルギー」を根強く維持していた。 

（３）「国を愛する行動」として、「日本国憲法」には兵役義務は規定されていないから、「戦

争において国のために死ぬことを求められることはない」が、「愛国心」と言う言 

葉については多くの疑念がある。 

  １）「国を愛する」とは、いかなる行動を指すのか不明であること 

  ２）「国を愛する態度」とは、「国を愛する言動や心構え」であろうか 

  ３）「国を愛する具体的行動」とは、①国の名誉を尊ぶ行動、②国の安全と領土を守 

る行動、③国の秩序を尊重する行動、 ④国に対する納税等の義務を果たす行 

動等が考えられるが、その確定解釈は示されていない。 

（４）「民主主義」とは、「新明解国語辞典」（三省堂）によれば、「人民が主権を持ち、人 

民の意思をもとに政治を行う主義」と意義付けされているから、これを敷衍した「民 

主主義社会」について「個人が他者に支配拘束されることなく、主体的に生きられる 

社会」と意義付けて、本稿の記述を進めることとする。 

 

§２．「道徳教育」に対する国民のアレルギー 

（１）「道徳」とは、「新明解国語辞典」（三省堂）によれば、「社会生活の秩序を保つため

に、一人ひとりが守るべき行動の規準」と意義付けされており、「道徳教育」は「国家

社会の構成員（公民）としての振舞・行動を教育すること」であり、本来、「国家社会

の構成員（公民）に対する必須の教育科目」である。 

（２）国民は、「民主主義社会」の下では「本来、行動は自由でありたい」と望んでいる。

「国から保証される権利と受ける恩恵」は十分に享受しても、「国から課される義務や

拘束」には本能的に反発し、法的に強制されなければ拒否したいと考える。ここに、戦

後の「民主主義社会」を構成する国民には「道徳教育」又は「修身教育」に対する「戦

争アレルギー」があることを示している。 
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§３．『郷土愛』と『公徳心』は地域住民の意思と決意で自然に形成される 

（１）国民には「愛国心」や「道徳教育」に対する強い「戦争アレルギー」が存在する。

我が国「民主主義社会」を今後とも堅持して行くためには、「国民の感覚の襞に戦争ア

レルギーを起こさせない『清新な呼称』」を「身の回りから探し出す」必要がある。 

（２）我々日本国民は、「ふるさとの町・郷土」の中で生まれ、育ってきた。子供として、

人間としての意識に目覚めたとき、そこには「自然の大地とそこに住みなす人たちの村

落共同体」等の「郷土社会」があった。 

行政区分上は、地域の住民で構成する「自治会」があり、「自治会」が集まっての「市

町村」や「学区」などの行政単位としての「地域社会」があった。 

そこには、戸籍や各種税の徴収などを司る「町村役場」や「市役所」があり、「地域住

民の生命及び財産の安全」を守るための「警察署」や「消防署」（消防団を含む）と言

う地方自治の組織体があった。 

（３）地域社会の住民は、「警察署」と「消防署」（消防団を含む）により「生命及び財産

の安全」を保護して貰う「権利」と引き換えに、「犯罪を起こさないことや交通規則を

遵守する義務」、「公共の道徳を遵守する義務」、「住民税、固定資産税等の納税の義務」

等の「義務」を負っている。 

このような「権利と義務に関する地域社会の取決め・約束事」は、「地域社会を維持し

て行くために「自然な形での社会契約（以下、『自然的社会契約（権利と義務に関する

地域社会の取決め）』という。）」が成立しており、『地域社会（郷土社会）を大切にす

る心』＝『郷土愛』が日常生活の中で形成されている。 

ここには、「地域社会を維持して行くため、地域社会の取決めを守り、地域社会を大切

にして行くとの地域住民（公民）の強い意志と決意」（『公徳心』）を見ることができる

のであり、『郷土愛』と『公徳心』が自然な形で形成されていると言える。 

 

§４．『郷土愛』から『祖国愛』への発展 

（１）「地域社会」を民族単位の社会にまで広げると「国家社会」に発展する。「国家社会」

では、「諸外国との外交関係」が生じ、独立主権の維持、領土の確保、国家間の 

紛争・戦争状態への対応、国民の生命及び財産の国際的確保、互恵の通商関係等が 

絡んでくる。「国家社会」を維持して行くためには、「法律ベースの国民との社会契約」

のほか、日本国の外交主権を維持し、日本国及び領土の安全を防衛するための「防衛

義務」と、諸外国との外交関係を維持して行くための「外交上の義務―条約義務」の

履行が必要となる。 

（２）このように、我が国が国際社会において独立主権を維持し、領土の確保を確実にし

てゆくためには、「国家社会として結束して行くための国民の意思と決意」を強固にし

ておくこと、即ち、国家ベースの「国を愛する心」＝「愛国心」の形成・確立が求めら

れる。 
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しかしながら、「愛国心」なる用語に対しては、「太平洋戦争」に際しての「国家総動員

法」に基づく「国家総動員体制」の悪夢が蘇ってくる。「負け戦」と知りつつ戦争を開

始し、国内の資源をすべてを注ぎ込む「国家総動員体制」は愚かでありかつ過酷であっ

た。 

このことから敗戦後、「平和と豊かな暮らし」をあてがわれた日本国民は「全ての財産

と生命の犠牲を強いられた戦時中の「国家総動員体制」に戻ることは絶対にノー」であ

り、それに繋がる可能性のある「愛国心を上から押し付けられること」、及び「道徳教

育を強制されること」を頑なに拒否してきたのである。 

（３）このような国民感情に鑑み、国家社会としての必要性から、「国を愛する心」は『地

域社会に対する郷土愛』から『祖国を大切にする心』＝『祖国愛』へと発展されなけれ

ばならない。戦後育ちの筆者には、『祖国愛』と言う呼称は「まだ汚れていない清新さ

がある」と思うのである。 

（４）「日本人の心にぴったりと来る表現」とは、「ＯＯ愛」＝「ＯＯを大切にする心」の

表現であることに辿り着く。即ち、『家族社会を大切にする』＝『家族愛』、『郷土社会

を大切にする心』=『郷土愛』、『祖国を大切にする心』＝『祖国愛』と意義付けして呼

称すれば、若干の意味合いは異なるが、「すんなりと国民に受け入れて貰える」のでは

ないかと思う。 

「愛国心」＝「国を愛する態度」との苦しい言換え表現より、『国を大切にするこ心』＝

『祖国愛』と表現した方が、「まだ汚れていない清新な呼称」として国民の気持ちにぴっ

たりくるのではないだろうか。 

 

 

第２章 「愛国心」と「国体」を巡る歴史の変遷 

§１．「大日本帝国憲法」の時代（明治維新（１８６８年）～昭和２０年（１９

４５年）８月１５日の「終戦の日」まで） 

（１）「国体」と「愛国心」の字義 

  「新明解国語辞典」（三省堂）によれば、「国体」＝「その成立の事情や主権の在り方 

などによって異なる国家形態の特質」とあり、「愛国」=「自分の生まれた国を誇り 

に思い、国のためと思って行動すること」と意義付けしている。 

従って、「愛国心」＝「自分の生まれた国を誇りに思い、国のためと思って行動する 

心」ということになる。 

（２）「大日本帝国憲法」の制定と「国体の要素」 

（ⅰ）「大日本帝国憲法」は、明治２２年（１８８９年）２月１１日に公布され、明治２

３年（１８９０年）１１月２９日に施行された。 
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（ⅱ）「大日本帝国憲法」が定める「国体の要素」に関しては、「万世一系」、「総攬者」、

「天皇大権」、「立法権」、「統帥権」、「皇室自律主義」等が特徴である。 

各項の概要は、以下のとおり。（この項「ウイキペディア」による。） 

   ①「万世一系」に関しては、「第１条」において「大日本帝国ハ万世一系ノ天皇之

ヲ統治ス」と規定された。 

   ②「総攬者」に関しては、「天壌無窮ノ宏謨」（御告文）と言う皇祖皇宗の意思を受

け、天皇が承継した「国家統治ノ大権」に基づき、天皇を国家の元首、統治権の

総攬者としての地位に置いた。 

この「天皇が日本を統治する体制」を「国体」と表現され、「侵すことのできな

い至高の体制」とされた。 

   ③「天皇大権」に関しては、天皇が「天皇大権」と呼ばれる広範な権限を有したこ

とである。なお、「天皇の大権」と言っても、天皇が単独で権限を行使すること

はなく、運用上は内閣（内閣総理大臣）が天皇の了解を得て決断を下す状態が常

であった。 

   ④「立法権」に関しては、「立法権を有するのは天皇であり、帝国議会は立法機関

ではなく、立法協賛機関に止まる」とされた。 

   ⑤「統帥権」に関しては、「統帥権を独立させ、大日本帝国陸軍・大日本帝国海軍

は議会（立法府）や政府・内閣（行政府）に対し、一切責任を負わない」ものと

された。 

   ⑥「皇室自律主義」に関しては、「皇室典範」などの重要な憲法的規律を憲法典か

ら分離し、議会に関与させなかった。 

（３）「教育勅語」の発布と「明治天皇の御真影」 

 （ⅰ）「教育勅語」、即ち「教育に関する勅語」は、明治２３年（１８９０年）１０月 

３０日に、「宮中で明治天皇が山県有朋首相と芳川彰正文相に与えられ、翌日、文

部省訓令によって周知される」と言う形式で発布された。（この項［参考文献４］「教

育勅語の何が問題か」（教育史学会編）等による。） 

   この文書には大臣の副署がなく、「明治天皇の署名と押印のみの文書」であるので、

「君主による社会的発言」と位置づけられている。この「明治２３年（１８９０年）

の勅語」は以降、「教育に関する勅語」あるいは「教育勅語」という固有名詞を付

与され、明治２１年（１８８９年）に作成された「明治天皇の御真影」とセットに

されることにより、高い位置付けを与えられるところとなった。 

 （ⅱ）「教育勅語」は法令ではなく、一般の学校には「謄本」と呼ばれた「天皇の署名

捺印を省略した印刷物」として下付された。法令でなかったがゆえに印刷した「謄

本」そのものが「御真影」とともに異常なまでに尊重され、神聖化されるところと

なった。一方で、「教育勅語」の文言が法令に直接書き込まれる等により、法的な

拘束力も与えられるところとなった。 
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（４）小学校式典への「教育勅語」の導入及び「小学校教則大綱」の制定 

 （ⅰ）明治２４年（１８９１年）の「小学校祝日大祭日儀式規程」（文部省訓令）にお

いて、「教育勅語」や「明治天皇の御真影」を用いる形で「紀元節」等における学

校儀式の次第が定められた。 

  「君が代の合唱」、「天皇・皇后両陛下の御影への最敬礼」、「教育に関する勅語の奉読」、

「教育に関する勅語に基づく誣告」、「祝日に相当する唱歌の合唱」等。 

 （ⅱ）明治２４年（１８９１年）の「小学校教則大綱」（文部省令）において、小学校

の道徳教育の方針が「教育勅語」の文言を含んで定められた。 

  「修身ハ教育ニ関スル勅語の旨趣ニ基キテ児童ノ徳性ヲ涵養シ道徳ノ実践ヲ指導スル

ヲ以テ要旨トス」が長く修身教育を規定した。 

 （ⅲ）この規定は昭和１６年（１９４１年）の「国民学校令施行規則」に継承された。

また、修身に関して「教育勅語」の文言を含んだ同様の規定は、中学校等の法令に

も盛り込まれていた。 

 （ⅳ）「教育勅語」の「斯の道」が昭和１６年（１９４１年）の「国民学校令」から順

次、大学と青年学校を除く各学校の根本法令の第１条に「皇国ノ道」と言う表現で

盛り込まれた。この「国民学校令」の規定を受けて、「国民学校令施行規則」の第

１条第１項に「教育ニ関スル勅語ノ趣旨ヲ奉戴シテ教育ノ全般ニ互リ皇国ノ道ヲ修

練セシメ特に国体ニ対スル信念ヲ深カラシムベシ」という規定が盛り込まれた。 

   「道徳教育」の規定にも「皇国ノ道義的使命ヲ自覚セシムル」と言う文言が加えら

れた。多くのアジア各地の人々の生命財産を奪い、日本自体を破滅に追い込んだ無

謀な戦争が「皇国の道義的使命」とされた。 

 （５）「国家総動員法」の公布と戦時体制 

（ⅰ）昭和１２年（１９３７年）７月の「日中戦争（盧溝橋事件）」の始まりを受け、

戦時体制の確立・強化が急がれたが、昭和１６年（１９４１年）１２月には勝利

の目途がないまま「太平洋戦争」の開戦となり、戦争の継続のために「国民の総

力を動員する戦時体制」を余儀なくされた。 

主な法令と措置を挙げると以下のようであり、昭和２０年（１９４５年）８月１

５日の「終戦の詔勅」による「終戦の日」は、物資の窮乏と空襲による焦土化の

ため、文字通りの「国民の戦意を喪失させる・国家の総力を挙げた結果の敗戦」

であった。このような「国家総動員体制」の基本は「教育勅語」を主体とした教

育の精華であるため、戦後の「愛国心教育」や「道徳教育」・「修身教育」に対す

る強烈なアレルギーを齎すこととなった。 

    【戦時体制】 

     ①昭和１３年（１９３８年）４月：「国家総動員法」公布 

     ②昭和１４年（１９３９年）７月：「国民徴用令」公布 

    【国民生活】 
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     ③昭和１４年（１９３９年）１０月：「価格等統制令」の実施 

     ④昭和１６年（１９４１年）４月：「生活必需物資統制令」公布 

     ⑤昭和１７年（１９４２年）１０月５月：「金属強制回収」の実施 

    【教育制度】  

     ⑥昭和１６年（１９４１年）３月：「国民学校令」公布 

     ⑦昭和１８年（１９４３年）１２月：「学徒出陣」開始 

     ⑧昭和１９年（１９４４年）８月：「女子挺身勤労令」公布 

     ⑨昭和２０年（１９４５年）３月：「決戦教育措置要綱」の決定 

 

§２．「教育勅語」における『家族愛』に関する考察 

 （１）明治維新以降の「大日本帝国憲法」と「教育勅語」から成る「国体」による教育

を受けた世代は、「祖国のために戦う勇気」を持ち、「貧困と苦難の中でも家族同士

が支え合い、移民をした異国の地においても日本の精神と文化を守り子供を養育す

る」という「日本国民としての強靭さと家族の強い結束力と責任感」を有していた。

まさに「明治教育の見事な精華である」と言える。 

 （２）この「明治教育」の中核的思想は「教育勅語」であったと解されるところ、「教

育勅語」は『家族愛』については「親子間の直接的家族愛」には触れられておら

ず、「国民の一般的徳目」としての表現に止まっていると感じられる。 

  「天皇から臣民に対し実行するべき徳目を明示した個所」としては、 

    「爾臣民、父母ニ孝ニ、兄弟ニ友ニ、夫婦愛和シ、朋友相信シ、恭倹己レヲ持シ、

博愛衆ニ及ボシ、学ヲ修メ業ヲ習ヒ、以テ智能ヲ啓発シ徳器ヲ成就シ、」 

   【現代語訳】 

   「汝ら臣民は、父母に孝行を尽くし、兄弟姉妹は仲良く、夫婦は仲むつまじく、 

    友人は互いに信じあい、うやうやしく己を保ち、博愛を皆に施し、学問を修め実

業を行い、そうして知能を発達させ道徳性を完成させ、」 

 （３）即ち、「教育勅語」では「三世代が同居する『大家族世帯』を想定」し、封建的

家父長制度の下での「仲睦まじい家族社会」が求められているのであって、「親

は子供の扶育を放棄し及び虐待をしてはならない」とは書かれていない。 

現代の社会と比べれば、「明治教育の時代」には、新聞のほかには「テレビ、過 

剰なディジタル情報もなく、ホルモン様化学物質の継続的摂取も無かった」た 

め、日本国民は「天皇の臣民として健常な人間性を保ち、強靭な家族愛と質素 

ながらも仲睦まじい暮らしを守っていた」と考えられ、「児童虐待防止法」は必 

要でなかったのである。 

 

§３．「日本国憲法」の時代(昭和２０年（１９４５年）８月１５日の「終戦の

日」～平成３０年（２０１８年）７月現在まで) 
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（１）昭和２０年（１９４５年）８月の「太平洋戦争の敗戦」以降の占領措置 

   （ⅰ）昭和２０年（１９４５年）８月１０日：「ポツダム宣言」の受託を通告。 

    昭和２０年（１９４５年）８月１５日：「終戦の詔勅」のラジオ放送。 

    昭和２０年（１９４５年）９月２日：「降伏文書調印」により、米国及び英国を 

中心とする連合軍による「日本占領」が開始された。 

    （ⅱ）昭和２０年（１９４５年）９月２２日に、米国トルーマン大統領が発表した 

「米国初期対日政策」において、日本占領の目的が示された。 

     ①日本が隣国のアジア諸国及び米国の安全保障を２度と脅かさないようする。 

     ②「平和で信頼できる民主的な政府」を構築する。 

    （ⅲ）日本の民主化と非軍事化を目指すＧＨＱ（連合国軍最高司令官総司令部）は「日

本国民の伝統文化から軍事的名残りをすべて消し去る」べく性急な改革を進め

た。 

   （２）昭和２１年（１９４６年）１月１日：「天皇神格否定の詔勅」（通称）により「天

皇を主体とする国体」は否定された。 

    この詔勅では、太平洋戦争敗北後の「新日本建設」の指針として明治２１年（１

８６８年）の「五か条の御誓文」を引用し、ついでに「天皇と国民との紐帯は神

話と伝統によって生じたものではなく、また天皇を現人神としそれを根拠に日本

民族を他民族に対する優越を説く観念に基づくものでもない」として、「天皇の神

格」を否定した。 

 （３）「日本国憲法」の公布と施行 

  （ⅰ）昭和２１年（１９４６年）５月：国会は「日本国憲法草案」を議決した。 

  （ⅱ）昭和２１年（１９４６年）１１月３日：「日本国憲法」が公布され、昭和２２年

（１９４７年）５月３日：「日本国憲法」が施行された。 

 （４）昭和２２年（１９４７年）３月３１日：「教育基本法」及び「学校教育法」の公布

並びに同年６月「六三三制」の実施 

    「教育基本法」の【前文】において、 

「われらは、さきに、日本国憲法を確定し、民主的で文化的な国家の建設して、世

界の平和と人類の福祉の貢献しようと決意を示した。この理想の実現は、根本に

おいて教育の力にまつべきものである。 

    われらは、個人の尊厳を重んじ、心理と平和を希求する人間の育成を期するとと

もに、普遍的にして個性も豊かな文化の創造をめざす教育を普及徹底しなければ

ならない。ここに、日本国憲法の精神に則り、教育の目的を明示して、新しい日

本の教育の基本を確立するため、この法律を制定する。」と示されている。 

 (５)昭和２３年（１９４８年）６月１９日：国会の衆参両議院による「『教育勅語』の 

廃止に関する決議」による『教育勅語』の失効 
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    衆議院の決議：「教育勅語等排除に関する決議」は「日本国憲法第９８条（最高法

規）の本旨に基づいて排除する」との主旨である。 

    参議院の決議：「教育勅語等の失効確認に関する決議」は「日本国憲法に則って教

育基本法を制定した結果として、教育勅語は既に廃止され効力を失っている」と

の主旨である。 

    これらの国会決議は、「日本国憲法」、「教育基本法」、「学校教育法」が施行される

中で決議され、「太平洋戦争」前の教育に用いられていた「教育勅語の指導性原理」

を国会によって否定するとともに、各学校に下賜されていた「教育勅語の謄本」

を行政が回収するべきと宣言している。 

  （６）平成１８年（２００６年）１２月２２日「教育基本法」の全面改正の公布 

    【前文】我々日本国民は、たゆまぬ努力によって築いてきた民主的で文化的な国

家を更に発展させるとともに、世界の平和と人類の福祉の向上に貢献すること

を願うものである。 

     我々は、この理想を実現するため、個人の尊厳を重んじ、心理と正義を希求し、

公共の精神を尊び、豊かな人間性と創造性を備えた人間の育成を期するとろも

に、伝統を継承し、新しい文化の創造を目指す教育を推進する。 

     ここに、我々は、日本国憲法の精神にのっとり、我が国の未来を切り拓く教育

の基本を確立し、その振興を図るため、この法律を制定する。 

【教育の目的と目標】 

「第１章 教育の目的及び理念」において、第１条（教育の目的）及び第２条

（教育の目標）として計５項目が示されている。 

     第１条（教育の目的）教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び 

社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を 

期して行われなければならない。 

     第２条（教育の目標）教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重し 

つつ、次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする。 

一 幅広い知識と教養を身に付け、心理を求める態度を養い、豊かな情 

操と道徳心を培うとともに、健やかな身体を養うこと。 

        二 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及 

び自立の精神を養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤 

労を重んずる態度を養うこと。 

        三 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、 

公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄 

与する態度を養うこと。 

        四 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養う 

こと。 
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        五 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛す 

るとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度 

を養うこと。 

     【備考】この「教育基本法」の全面改正に至る文部科学省担当職員の執念と努 

         力に敬意を表したい。 

  （７）「学校教育法」施行規則に基づく「文部科学省告示」により「初等教育及び中等 

教育における教育課程の基準」として定められる「学習指導要領」の変遷と 

「道徳教育」に関する規定 

   (ⅰ)「学習指導要領」（文部科学省告示）の変遷 

    昭和 22 年(1947 年)の当初告示から逐次改訂が加えられ、合計 11回の改訂がなさ 

    れている。直近の改訂は「平成 32年(202０年)告示」(平成 29 年（2017 年）3月 

    改訂)となっている。   （以下、この項［参考文献２４］「戦後教育はなぜ紛 

糾したのか」（菱村幸彦著）等による。） 

   （ⅱ）「昭和２２年（１９４７年）版学習指導要領」の制定 

    占領軍の指示の下に作られた戦後最初の「学習指導要領」であり、修身、地理、 

歴史を廃止して、「社会科」が設けられた。 

   （ⅲ）「昭和３０年（１９５５年）版学習指導要領」の改訂 

    昭和２７年（１９５２年）我が国の独立回復により、占領軍の制約なしに自前の 

教育政策を立てられるようになったことに伴い、①小学校で地理教育と歴史教育 

を強化する ②中学校社会科を地理的分野、歴史的分野、政治・経済・社会的分 

野の分ける措置が取られた。 

   （ⅳ）「昭和３３年（１９５８年）版学習指導要領」の改訂 

    戦後初めて「自主的立場に立った学習指導要領」の改訂がなされた。 

     ①「学習指導要領」の形式を「文部科学省告示」とし、基準性を明確にした。 

     ②「道徳教育」を徹底するため、新たに「道徳の時間」を設けた。 

     ③地理・歴史教育について小中学校を通じて、系統的な学習を充実し、内容の 

充実を図った。 

   （ⅴ）「昭和４３年（１９６８年）版学習指導要領」の改訂 

     ①小学校社会科（６学年）で神話・伝承を取り上げ、「これらは古代人のものの 

     見方や国の形成に関する考え方などを示す意味を持っていることを指導する」

とした。 

   （ⅵ）「昭和５２年（１９７７年）版学習指導要領」の改訂 

     ①「道徳教育」や体操をいっそう重視し、知、徳、体の調和のとれた人間性豊 

かな児童・生徒の育成を目指した。 

   （ⅶ）「平成元年（１９８９年）版学習指導要領」の改訂 

     ①小学校低学年の「理科と社会」を廃止し、「生活科」を新設した。 
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     ②高校の「社会科」を再編成し、「地歴科」と「公民科」に分けた。 

     ③「道徳」の指導内容を 30 年ぶりに全面的に改めた。 

   （ⅷ）「平成 20 年（2008 年）版学習指導要領」の改訂 

      ①「改正教育基本法」を踏まえた所要の改訂を行った。 

      ②すべての教科、領域において「道徳教育」に配慮することを明記した。 

      ③小学校高学年において「外国語活動」を必修とした。 

      ④中学校 1年・2年で武道を必修とした。 

(ⅸ)特別活動としての「道徳教育」の扱い 

      小学校は平成 30 年(2018 年)から、中学校は平成 31 年(2019 年)から、これまで 

教科外活動（領域）であった「道徳」が「特別の教科 道徳」となり、教科に 

格上げされることとなった。 

ただし、高等学校においては「特別の教科 道徳」を扱わず、「すべての教科、 

領域において道徳教育に配慮する」とされている。 

 

 

第３章 「日本国憲法」下における「国体」に関する考察 

§１．「大日本帝国憲法」下における「国体」 

 （１）「大日本帝国憲法」下における「国体」は、「第２章「愛国心」と「国体」を巡る 

歴史の変遷 §１．」で述べたとおり、「万世一系の天皇制」であった。その精神は 

天皇の名において出された「教育勅語」に示され、明治教育の規範となった。 

即ち、「戦前の国体」とは「万世一系の天皇を頂点に戴いた『君臣相睦合う家族国 

家』を理念とする国家体制」であり、支配層にとっては「天皇の名において国民を 

統治する」には極めて便利な体制であった。 

 （２）この体制は、明治維新以降の急激な「民族エネルギーの勃興」を齎し、「結束力 

の強い家族制度の下で、強靭な体力と精神力を持った日本国民」を育成して、１９ 

世紀末の急激な国勢の発展を可能とした。 

しかし、反面、急速な国家の対外膨張を展開する過程で「外交感覚の乏しさ」か 

ら、日中戦争～太平洋戦争へと戦線の拡大を余儀なくされ、「国家総動員法に基づ 

く国家総動員体制」を確立せざるを得ず、「国体」への反対者・批判者を根こそぎ 

打倒しつつ、破滅的戦争へと進み、軍事的に敗北が確定していても誰も戦争を止め 

ることをしなかった。その結果は、内外に多大な犠牲者を出した「太平洋戦争」の 

「完膚なきまでの敗戦」を齎し、【「大日本帝国憲法」+「教育勅語」から成る「国 

体」】は崩壊した。しかしながら、戦後、誰も「戦争の敗北の責任」を取ろうとは 

せず、かつ「国内に戦争責任を追及する動きもなかった」ことが、戦後処理をあい 

まいなまま放置してきた結果となった。 
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§２．「太平洋戦争」敗戦後の「日本国憲法」下における「国体」に関する考 

   察 

 （１）「ＧＨＱ」（連合国軍最高司令官総司令部）から「１週間で作成された草案」を提

示され、国会でも慌ただしく審議された「日本国憲法」（昭和２１年（１９４６年）

１１月３日公布、昭和２２年（１９４７年）５月３日施行）における「国家元首」

は、「象徴天皇」である。 

   【日本国憲法】の「前文」において「主権が国民に存することを宣言し～」、「第１

条」において「天皇は日本国の象徴であり日本国民統合の象徴であって、この地位

は、主権の存する日本国民の総意基く。」と規定されている。 

  （２）「象徴」及び「象徴天皇」の法律的意義について 

    「法律用語辞典」（法令用語研究会編：有斐閣）によれば、次のとおり。 

    【象徴】ある抽象的、無形的なものを表す具体的、有形的なもの。 

    【象徴天皇】「日本国憲法」第１条は、「天皇は日本国の象徴であり日本国民統合 

の象徴である」と定めている。この趣旨は、天皇を国政から切り離し、その 

地位が旧憲法下における統治権総攬者地位とは異なることを明らかにしたも 

のとされている。したがって、憲法第７条等の天皇の国事行為は、内閣の助 

言と承認の下に行われることとなっている。「象徴」とは、内政外交のすべ 

てを通ずる国家の法的代表を意味した旧憲法の「国ノ元首」と区別される。 

  （３）この「象徴天皇制」の上に「日米安全保障条約」による「国家主権の制限」が課

されている。我が国は、「昭和２６年９月の『平和条約』の調印」に際して、昭和

天皇の「米軍駐留の継続の希望の訴え」をも考慮して、「日米安全保障条約」を締

結した。 

    その結果、米国に取っては【望むだけの軍隊を、望む場所に、望む期間だけ駐留さ

せる権利】を【半永久的に保障した条約の締結】に成功した形となった。 

  （４）即ち、敗戦後の「日本国憲法」下における「国体」は、【「象徴天皇制」+「日米

安全保障条約による米軍駐留体制（日米安全保障体制）」】と言うことになり、歴史

的には「民族としての特質を去勢された時代」として、屈辱的「永続的敗戦レジー

ム」に甘んじているとになる。しかしながら、「戦勝国としての米国」は「敗戦国

である日本」に対して極めて寛大であり、「平和で信頼できる民主的な政府を構築

させる」ため、「日本に対して強制労働を課さなかった」ことは勿論のこと、「広大

な米国市場を開放して日本の製造業の自由な活動を許容してくれた」のであるから、

「わざわざ太平洋戦争を仕掛けて資源獲得に躍起になる必要はなかっのではない

か」と思わせるのである。 

  （５）しかして、「日本国民及び日本国政権担当者」は、この【「象徴天皇制」+「日米 

安全保障体制」】が好きであり、日本の外交は「アメリカ大統領にすべて決めて貰 
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う」ことで「安堵感を覚える」のだから、世話はないのである。 

    世にも不思議でいびつな国家体制は、「東アジアの一隅に国を構えている地政学上 

の立場」を謙虚に受け止め、「最早世界の強国として自力で世界の覇権を争うこと 

は不可能である」と悟り、「民族としての矜持と誇りを放棄しても、日々の繁栄に 

甘んじる」ことを選択したと言える。 

拡大著しい中国の陸上及び海上の覇権と対抗して行くためには、「自国の防衛と安 

全は同盟関係による時代である」と認識し、「日本の安全の確保は『世界の保安官 

様（米国）』との同盟に委ねることしか生きる道がない」と悟ってしまっているの 

は、「独立国としての誇りを放棄した歴史」ではある。 

この「非核・軽武装の対米追従の外交方針」が「米国の猜疑心を招かず、太平洋 

における米国の覇権（安全保障）に安堵感を与えている」とも言える。 

言い換えれば、「米国の日本占領政策」としての「①平和で信頼できる民主的政府 

の構築」及び「②米国の安全保障を脅かさない日米安全保障体制の確立」は、「世 

界史上稀に見る占領政策の反映された半永久的成功」を齎していると言える。 

 

第４章 戦後社会の「民主化」と「情報化」の下で育つ「家族と祖

国に対する責任放棄と児童虐待の世代」と「学習指導要領」

の不備 

§１．戦後社会の過剰な「民主化教育」の弊害 

 （１）戦後社会の「いわれなき民主化」 

   昭和２０年（１９４５年）８月１５日の「終戦の詔勅」による「終戦の日」と「進 

駐軍による日本占領」を契機に、我が国の戦後社会は「戦前の民族国家としての 

優れた特質を否定すること」を目的とした占領政策により、「日本国憲法」、「教育 

基本法」、「学校教育法」法等の教育関係法令、民法等の民主的法体系の中で「民族 

国家としての、地域社会としての、家族社会としての結束力と求心力を低下させる 

徹底した日本の弱体化」が進められた。 

 （２）特に、教育の場においては、「道徳教育」、「修身教育」、「礼節を重んじる武道教 

育」等が廃止され、いわゆる「いわれなき民主化」が徹底され、「権利は主張する 

が、社会を構成する社会人としての責任を全うするとの義務は拒否する民主化教 

育」となった。 

結果として、「戦後の民主化教育で育った来た世代」は「社会の秩序と権威（親の 

権威、校長の権威、校則の権威等）」を軽んじ、「社会人として及び家族としての義 
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務と責任を果たさない『責任放棄の世代』」となり、このような世代が何世代にも 

わたり再生産されてきた。 

（３）戦後社会の「民主化政策」において、「主権在民」を基本とする「民主主義社会 

とはいかなる『社会契約（権利と義務に関する地域社会の取決め）』を基盤とする社 

会であるのか」、「民主主義社会はいかなる歴史と経緯で成立したか」等についての 

真剣な議論はなされず、「民主主義社会」に関する基本認識についての社会的合意は 

形成されないまま、「日本国憲法」は「不磨の大典」であり「民主主義とは所与のも 

のであり詮索すべからず」として敬遠され、有難がられてきたのである。 

即ち、戦後の「いわれなき民主化教育」においては「社会から享受する自由の権 

利」を重視し、「社会を支える責任と義務」については、人間教育上大切な「人格形 

成期に当たる高校時代」に「しっかりと教え込まれることはなかった」と言える。 

 （４）「主権在民」の下に、国民がその成立する社会の根幹についての基本認識なき 

「民主主義社会」は、社会制度として弱体であり、我が国の「民主主義社会」は「浮 

草のごとく漂う無責任社会」であると危惧される。 

 

§２．ホルモン様化学物質及び食品添加物の継続的摂取と『家族愛』の喪失 

 （１）「ホルモン様化学物質」とは、別名「環境ホルモン」と呼ばれる化学物質であ 

る。体内に摂取されると、体内の「ホルモン・レセプター」と結合してしまうため 

『女性ホルモンの分泌があったのと同じ生理的効果』を生じさせ、生体内のホルモ 

ンのバランスが崩されてしまう。 

この「生体内のホルモン・バランスが崩れること」により、「男性は『男らしさ』を 

失い、女性は『女らしさ』を失う」こととなり、「各種の身体的影響（精子への影 

響、子宮への影響等）」が生じる。  （この項［参考文献３２］「戦後日本の弱体 

化」を克服するための「日本再生の処方書」による。） 

 （２）各種の身体的影響の内【神経系への影響】については、「生殖行動の異常、発達 

障害（脳など）、性機能障害、生殖能力の低下、情緒障害」が挙げれらている。 

これらの影響は、対人関係としては「『家族愛』の喪失」として表れている。特に、 

「産まれてくる我が子への愛情の欠如」、「育児の拒否」、「児童虐待の頻発」など、 

「我が国社会の健全性を損なう由々しき危機的現象」が顕著となっている。 

（３）学校給食の全国的実施と加工食品の普及に伴う「ホルモン様化学物質」及び 

   「食品添加化学物質」の継続的摂取による身体的影響は、北海道～沖縄まで「自己 

規律の喪失」、「社会構成員としての失格者の増加」、「全国的学級崩壊の進行」、 

「思考能力の低下」、「生殖能力の低下」等の共通の現象となっている。 

しかし、政府による「ホルモン様化学物質による人体影響調査」では、「現行規制 

基準の妥当性を立証するとの意図的見地」から、「ホルモン様化学物質が体内に摂 

取される場合」の「食物連鎖による濃縮・蓄積効果」を無視して、これを考慮し 
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ない作為的データ採取」が行われ、得られた結果について「現在の環境濃度程度 

では、人体への影響は認められなかった。」との「意図的評価」が行われ、「ホル 

モン様化学物質については、現行の国の規制基準で差し支えない」とされた。 

この政府の発表により、「ホルモン様化学物質の人体影響問題」に関する論議は 

一気に下火となったが、その後の事実関係のデータは「ホルモン様化学物質の食 

物連鎖による人体への濃縮・蓄積の進行による影響」が「着実に深刻な段階」に 

至ったことを示している。 

 

§３．「情報化社会の急激な進展」に伴う『爬虫類的情報家畜人間』の出現と 

  「健全な家庭生活秩序の破壊」 

 （１）「情報化社会の急激な進展」に伴い、「過剰なディジタル情報刺激の氾濫」による 

「自律神経失調」と「人格情操の破壊」の進行 

    幼児の頃から「ゲーム機」、「パソコン」、「ＴＶ録画」、「携帯電話」、「スマートフ 

ォン」等の「過剰なディジタル情報刺激」への間断なき曝露により、「大脳皮質 

の発達」は阻害され、「自律神経」は狂わされ、「人格・情操の障害と破壊」とな 

り、「正常・健全な人間としての思考活動」ができなくなっている。 

このため、我が国社会の基礎である「健全な家庭生活の秩序の破壊」が進行し、 

戦前には決してなかった「親による育児拒否、児童虐待」が逐年増加して、「折 

角生まれて来た幼い命」が親の虐待の中で失われ、一方では「子供による親への 

報復暴行・殺人」も顕著になってきている。 

特に近年著しい「生まれて来た幼子」を「生まれて来て欲しくなかった『邪魔 

者』として育児を拒否し、食事を与えず、親の虐待に苦しみ『悲しい声で助け 

と許しを求める我が子』を見て快感を覚える世代」が出現しており、「我が国社 

会の健全性を損なう決して許してはならない由々しき事態」であると思う。 

「この世に生まれて来た幼い生命」は「我々地域社会の尊い共有の財産」として 

扱い、「子育て・育児を放棄する親から強制的に隔離し、社会全体で育てる体制 

（システム）」を緊急にかつ完全に確立すべきと考える。 

言い換えれば「幼子を産んだ母親にはまだ母性が残っている」と信じ、「母親が 

育児・子育てを放棄するには止むを得ない理由（夫が扶養してくれない、夫が子 

供を邪魔にする、家計が苦しい等）がある」と考え、母親の生活を救うために 

も、「幼子を社会共有の生命の財産として引き取り、公共の育児施設で育てるシ 

ステム」の確立が必要であり、それこそが地方行政第一の責務である。 

 （２）近年「第４次産業革命」の進行に伴う「情報化機器の長時間使用」は、「外部か 

らの情報には反応できるが、自分の知能で思考し判断する人間としての尊厳性と 

主体性を失なった人間」を齎す。即ち、『爬虫類的情報家畜人間』が大量に再生 

産され育成されるところとなったのである。 
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人間らしい思考と判断力を発達させられない『爬虫類的情報家畜人間』は、最 

早、①高度に発達した文明社会を支えることはできない、②健全な結婚と子育て 

ができない、③家族を大切にし、これを支える意志と気概を持つことができない 

から、「自分が住んでいる家族社会と地域社会を劣化させ、崩壊させるところと 

なる」等の弊害を齎している。 

（３）このような「いわれなき戦後民主化社会」と「過剰なディジタル情報化社会の進 

展」の中で育ってくる世代は、「家族と祖国に対する責任放棄と児童虐待の世 

代」と言わざるを得ない。「外形は人間であるが、中身は人間としての感情と情 

操と責任感の無い『爬虫類的情報家畜人間』が今後幾世代にもわたり再生産され 

る恐怖の時代」となっているのであり、「我が国社会の将来にとって極めて由々 

しき事態」となっている。 

    

§４．「学習指導要領」（平成２９年告示）における「小学校 特別の教科 道

徳」の「第１章 総則」の概要と特徴 

   第１ 目標  

     第１章総則の第１の２の（２）に示す道徳教育の目標に基づき、よりよく生き 

るための基盤となる道徳性を養うため、道徳的諸価値についての理解を基に、 

自己を見つめ、物事を多面的・多角的に考え、自己の生き方についての学習を 

通して、道徳的な判断力、心情、実践意欲と態度を育てる。 

   第２ 内容 

     Ａ 主として自分自身に関すること 

      ［善悪の判断、自律、自由と責任］、［正直、誠実］、［節度、節制］、［個性の 

伸長］、［希望と勇気、努力と強い意志］、［心理の探求］（計６項目） 

     Ｂ 主として人との関わりに関すること 

      ［親切、思いやり］、［感謝］、［礼儀］、［友情、信頼］、［相互理解、寛容］ 

       （計５項目） 

     Ｃ 主として集団や社会との関わりに関すること 

「規則の尊重」、［公正、公平、社会正義］、［勤労、公共の精神］、［家族愛、 

家庭生活の充実］、［伝統と文化の尊重］、［国際理解、国際親善］ 

（計６項目） 

      Ｄ 主として生命や自然、崇高なものとの関わりに関すること  

      ［生命の尊さ］、［自然愛護］、［感動、畏敬の念］、［よりよく生きる喜び］ 

       （計４項目）                          

【特徴】各項目について［第１学年及び第２学年］、［第３学年及び第４年］及び 

［第５学年及び第６学年］と書き分けられており、文部科学省担当職員の熱 

意と執念が感じられる。 
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§５．「学習指導要領」（平成２９年告示）における「中学校 特別の教科  

道徳」の「第１章 総則」の概要と特徴 

   第 1 目標 

     第 1章総則の第１の２の（２）に示す道徳教育の目標に基づき、よりよく生き 

るための基盤となる道徳性を養うため、道徳的諸価値についての理解を基に、 

自己を見つめ、物事を広い視野から多面的・多角的に考え、人間としての生き 

方についての考えを深める学習を通して、道徳的な判断力、心情、実践意欲と 

態度を育てる。 

    第２ 内容 

    Ａ 主として自分自身に関すること 

     ［自主、自律、自由と責任］、［節度、節制］、［向上心、個性の伸長］、［希望と 

勇気、克己と強い意志］、［心理の探求］（計５項目） 

    Ｂ 主として人との関わりに関すること 

     ［思いやり、感謝］、［礼儀］、［友情、信頼］、［相互理解、寛容］（計 4項目） 

    Ｃ 主として集団や社会との関わりに関すること 

     ［遵法精神、公徳心］、［公正、公平、社会正義］、［社会参画、公共の精神］、 

［勤労］、「家族愛、家庭生活の充実」、［よりよい学校生活、集団生活の充実］ 

［郷土の伝統と文化の尊重、郷土を愛する態度］、［我が国の伝統と文化の尊 

重、国を愛する態度］、［国際理解、国際貢献］（計９項目） 

    Ｄ 主として生命や自然、崇高なものとの関わりに関すること 

     ［生命の尊さ］、［自然愛護］、［感動、畏敬の念］、「よりよく生きる喜び」 

      （計４項目） 

    【特徴】あくまでも文部科学省の教育指導方針に従う「期待される望ましい日本国 

民を想定しての徳目」に関する記述である。 

「集団や社会との関わりに関する事項」として、「家族愛、家庭生活の充実」、 

「郷土を愛する態度」、「国を愛する態度」との記述があり、文部科学省担当職 

員の渾身の力作となっているが、まだ「１５歳の中学生に教えたことが 生 

涯の徳目となるかどうか」は、中学生はまだ人格形成期の前段階にあるの 

で、「道徳教育」を成績考課の対象とすることは、「地域社会の『将来の成人 

（公民）の対する人格教育の最終の段階」としては疑問である。 

 

§６．「高等学校学習指導要領」における「道徳教育」及び「公民教育」の特 

   徴と問題点 

 （１）「学校教育法」施行規則第５７条の２及び第６３条の２の規定に基づく「文部科 

学省告示」として定められる「高等学校学習指導要領」によれば、小学校及び中 
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学校について定められている「特別の教科 道徳」は、「高等学校においては扱わ 

ない」とされ、（２）に示す通り「基本方針のみの記述」に止まっている。 

 （２）「高等学校学習指導要領」（平成１４年５月２４日文部科学省告示第１０５号改 

正）の「第１章 総則 第 1款 教育課程編成の一般方針」において「道徳教育 

全体の目標」に関して示されているところは、以下のとおり。 

「２ 学校における道徳教育は、生徒が自己探求と自己実現に努め国家・社会の 

一員としての自覚に基づき行為しうる発達段階にあることを考慮し人間としての 

    在り方生き方に関する教育を学校の教育活動全体を通じて行うことにより、その 

充実を図るものとし、各教科に属する科目、特別活動及び総合的な学習時間のそ 

れぞれの特質に応じて適切な指導を行わなければならない。 

道徳教育は、教育基本法及び学校教育法に定められた教育の根本精神に基づ 

き、人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念を家庭、学校、その他社会における 

具体的な生活の中に生かし、豊かな心をもち、個性豊かな文化の創造と民主的な 

社会及び国家の発展に努め、進んで平和的な国際社会に貢献し未来を拓く主体性 

のある日本人を育成するため、その基盤としての道徳性を養うことを目標とす 

る。 

 道徳教育を進めるに当たっては、特に、道徳的実践力を高めるとともに、自律 

の精神や社会連帯の精神及び義務を果たし責任を重んずる態度や人権を尊重し差 

別のないよりよい社会を実現しようとする態度を養うための指導が適切に行われ 

るように配慮しなければならない。」 

 （３）「高等学校における道徳教育の考え方」（「高等学校学習指導要領解説」による） 

    「「道徳教育」は、豊かな心を持ち、人間としての在り方や生き方の自覚を促 

し、道徳性を育成することをねらいとする教育活動であり、社会の変化に主体的 

に対応して生きていくことができる人間を育成する上で重要な役割をもってい 

る。」、「殊に、高等学校においては、生徒の発達の段階に対応した指導の工夫が 

求められることや、小・中学校と異なり道徳の時間が設けられていないこともあ 

って、学校の教育活動全体を通じて行う道徳教育の指導のための配慮が特に必要 

である。」、「このため、高等学校における道徳教育の考え方として示されている 

のが、人間としての在り方生き方に関する教育であり、公民科やホームルー活動 

を中心に各教科・科目等の特質に応じ学校の教育活動全体を通じて、生徒が人間 

としての在り方生き方を主体的に探究し豊かな自己形成ができるよう、適切な指 

導を行うものとしている。」 

 （４）「各教科・科目等における人間としての在り方生き方に関する教育の展開」 

    （「高等学校学習指導要領解説」による） 

   「人間としての在り方生き方に関する教育は、学校の教育活動全体を通じて各教 

科・科目、総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの特質に応じて実施する 
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ものである。特に、公民科の「現代社会」及び「倫理」、特別活動にはそれぞ 

れの目標に「人間としての在り方生き方」を掲げており、これらを中核的な指導 

の場面として重視し、道徳教育の目標全体を踏まえた指導を行う必要がある。」 

【現代社会】（標準単位数２単位）（１）現代に生きる私たちの課題、（２）現代 

の社会人としての在り方生き方、を大きな内容の柱としている。 

    【倫理】（標準単位数２単位））（１）青年期の課題と人間としての在り方生き 

方、（２）現代と倫理、を大きな内容の柱としている。 

    【政治・経済】（標準単位数２単位）（１）現代の政治、（２）現代の経済、（３） 

現代社会の諸課題、を大きな内容の柱としている。 

 （５）「高等学校における「道徳教育」及び「公民教育」の問題点 

   （２）～（４）に述べたところから、現在の高等学校における「道徳教育」及び 

   「公民教育」の特徴は、「期待される望ましい日本国民としての道徳教育及び公民 

教育」であり、「国側・文部科学省からの一方的教育指導活動」として告示され示 

達されている点である。 

そこには「民主主義社会の成立の歴史や本質についての教育」や「地域社会共同体 

の『自然的社会契約（権利と義務に関する地域社会の取決め）』に基づく地域社会 

共同体の成立」等に関しては全く教えるところとなっていない。むしろ、「民主主 

義社会の根本については、教育の場の議論から排除する姿勢」が看取される。 

（６)我が国社会の構成員「成人（公民）」としての人格形成期は、「高等学校時代(16 歳 

～18 歳)」であり、この期間においてこそ「民主主義社会をしっかりと支える道徳 

教育と公民教育」を施す必要があるが、現行の「高校学習指導要領」での教科内容 

では目的を達しうる内容となっていない。 

【人格形成期に教育されるべき社会の構成員「成人（公民）」としての道徳教育の基 

本項目】としては、以下のように考える。 

 ①「民主主義社会」の成立は、地域社会共同体としての『自然的社会契約（権利と 

義務に関する社会の取決め）』の成立に基づくものであること 

  そこには「構成員に保証される自由と権利がある」のと見返りに、「構成員が負 

うべき責任と義務がある」こと。 

   ②「民主主義社会」は、「構成員がその共同体を守るとの強い決意と行動により維 

持され・担保されるべきものである」こと。 

   ③「民主主義社会」の基本単位は「家族」であり、「家庭の構成員・家族が互いに 

扶助し合い、協力し合って支えるとの強い意志と決意で維持されるべき共同 

体である」こと。 

   ④人間には性別による「父性」と「母性」の別があり、「それぞれ単独では家庭を 

構成し得ない」ことを認識させ、「父性」及び「母性」の特質と特性に基づき生 

命を伝える本能として、「家庭内においてそれぞれの役割を分担し、互いに協力 
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する責任を有する」こと。 

   ⑤地域社会から国家社会に発展する形態において、「国家の構成員が保証される自 

由と権利の体系」と、反対給付としての「国家の構成員が負うべき責任と義務の 

体系」を、社会構成員の人格形成期にしっかりと教育し、「バランスの取れた責 

任ある行動をとる社会構成員を育成する」こと。 

（７）しかるに、現行の「高等学校学習指導要領」においては、「道徳教育」及び「公 

民教育」の特徴は、「特別の教科」としては扱われず一般的教育方針としての 

「期待される望ましい日本国民としての道徳教育及び公民教育」であり、「国 

側・文部科学省側からの上からの教育活動」として告示され、示達されている。 

我が国の「道徳教育」及び「公民教育」に「民主主義社会の健全な発達と地域 

共同体社会の堅持を求めるとすれは、この部分はすっぽりと抜けており否定さ 

れている」ことになる。 

我が国の「民主主義社会」は脆弱であり、育ちつつある若い世代には「我が国の 

民主主義社会を守り、地域社会共同体を守り、祖国を守る強い意志と決意が欠け 

ており、国の将来が危ない」と危惧される。 

 （８）このような我が国「民主主義社会」の危機的状況を克服するためには、「社会構 

成員（公民）」の人格形成期」に当たる「高校時代」に「地域社会の『家族愛と 

郷土愛・祖国愛』」をしっかりと教える『公徳心教育』を「正規の教科とするこ 

と」がどうしても必要と判断される。 

 

 

第５章 「地域社会共同体」の形成と「社会の掟（『自然的社会契 

約』）」の成立に伴う「権利と義務の関係」 

§１．「日本国憲法」における政治体制に関する規定 

 （１）「日本国憲法」前文においては、「選挙による代議制」、「戦争放棄」、及び「主権 

在民」等は謳われているが、「民主主義」や「民主主義社会」の文言は直接的には 

用いられていない。また、「日本国憲法」逐条においては「代表制民主主義」の枠組、

即ち、議会主義、三権分立、法治主義、普通選挙権等の諸制度について詳しく 

規定されており、「日本国憲法」下における「民主主義国家の枠組」は「政治制度 

として既に完成されたもの」として「ＧＨＱ（連合国軍最高司令官総司令部）によ 

り与えられた」のであるから、「民主主義社会」の「歴史的・本質的な意味」につ 

いては「明確には提示されないまま戦後７０年余が経過してきた」ことになる。 

これは、「民主主義社会の原点」である「地域社会の共同体としての「社会の掟 

（『自然的社会契約』）」の成立要件について、「国民の間に明確な理解と合意が成立 
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していない」ことを示している。 

    【法令用語の意味】（「法律用語辞典」（有斐閣）による。） 

    【民主主義】「democrasy」の語源はギリシャ語の「demokratia」で、人民を意味す

る「demos」と権力を意味する「kratia」が結合した概念。すなわち、国政

は国家の構成員である国民の意思に従って行わなければならないとの基本

的考えの下に国民の参政権をできるだけ広く認めようとする原理である。 

    【民主制】民主主義の原理に立脚する政治形態。 

       国民の直接的政治参加を原理とする「直接民主制」と、国民がその選出し

た代表者を通して間接的に政治参加する「代表民主制」に区分されるが、近

代国家では後者の形態が一般的である。この場合、「民主制」は議会主義、

権力分立、法治主義、普通選挙制等に具現される。（以下、略） 

（２）「大日本帝国憲法」における「臣民の権利と義務」に関する規定 

   「大日本帝国憲法」（明治２２年（１８８９年）２月１１日公布 明治２３年 

（１８９０年）１１月２９日施行）においては、「臣民の義務」に関しては 

「第２章 臣民権利義務（第１８条～第３２条）」計１５条の内、 

第２０条「兵役の義務」、及び第２１条「納税の義務」が規定されているのみ 

で、その他は「臣民の権利に関する規定」となっている。 

 （３）「日本国憲法」における「国民の権利と義務」に関する規定 

「日本国憲法」（昭和２１年（１９４６年）１１月３日公布 昭和２２年（１９４ 

７年）５月３日施行）においては、「第３章 国民の権利及び義務（第１０条～第 

４０条）」計３１条の内、「国民の義務」に関しては、  

 第１２条（前段）この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努 

力によって、これを保持しなければならない。 

（後段） 

         又、国民はこれを濫用してはならないのであって、常に公共の福祉の 

ためにこれを利用する責任を負ふ。 

    第２４条 婚姻は両性の合意のみに基づいて成立し、夫婦が同等の権利を有する 

ことを基本として、相互の協力により維持されなければならない。 

    第２７条第１項 すべての国民は勤労の権利を有し、義務を負ふ。 

    第３０条 国民は法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ。 

    と「わずか 4条」のみであるのに対し、「その他の条文」はすべて「国民の権利 

を保障する規定」となっている。 

    即ち、「国民の責任若しくは義務に関する規定」は「わずか４条」であり、国家 

社会と言う「民主主義社会の成立に関する基本的契約関係」（権利と義務の関 

係）については、全体像が示されていない。 

「民主主義社会とはいかなる社会共同体であるのか」は、すでに外国に歴史と事 
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例があり、我が国では「所与のもの」として突き詰めた議論はなされず、結果的 

には「試行錯誤の手探りの運用に委ねられてきた」ことが分かる。 

 

§２．「原始的村落共同体」の形成と「村の掟（『自然的社会契約』）」の成立の 

想定 

（１）我が国の「原始的村落共同体」として「稲作を中心とする村落共同体」を想定す 

るとき、「村落共同体を形成する必要性」と「村の掟（『自然的社会契約』）」の成 

立に関しては、以下のとおり考察される。 

    【村落共同体の形成】の必要性 

      ①固有の水系利用の「水田耕作地域」としての地域社会の自然的形成 

      ②共同利用灌漑施設の設置と運用の必要性 

      ③田植え、稲刈り等の農作業における共同作業の必要性 

        ④家庭間の病気等の際の相互扶助の必要性 

      ⑤土地の支配者である大名又は代官所に対する共同行為の必要性、等 

    【村落共同体の維持】のための「村の掟（『自然的社会契約』）」の必要性 

      ⑥村落への泥棒、強盗への共同防衛と住民の保護の必要性 

      ⑦灌漑用水の利用に関する掟（取決め）の遵守の必要性 

      ⑧土地の支配者から要求される年貢等の納入に関する「全体責任」への 

対応の必要性 

      ⑨越訴、逃散等の防止に関する相互監視の必要性 

      ⑩年貢の軽減等を求める際の団結力、結束力の必要性 

      ⑪窃盗、殺人等の犯罪防止に関する住民の相互牽制、排除の必要性、等 

 （２）我が国の「原始的村落共同体」においては、日々の暮しにおける「強固な自治が 

成立していた」と思料されるが、一方では「村落外への移動の自由」、「職業選択 

の自由」等が大幅に制限されていたと考えられ、「閉鎖的で不自由な社会であっ 

た」と推測される。成文化はされていないが、原始的村落共同体の「村の掟 

（『自然的社会契約』）」は、「権利と義務に関する地域社会の取決め」として確実 

に成立していたと想定される。 

 

§３．戦後民主主義社会における「地域社会共同体の形成」と「社会の掟（『自

然的社会契約』）」に基づく「権利と義務に関する取決め」に関する 

   論点整理 

 （１）「戦後民主主義社会」における「地域社会共同体の形成」の想定 

  （ⅰ）「第５章 §１．「日本国憲法」における政治体制に関する規定」で述べたとお 

り、「日本国憲法」前文においては「民主主義」や「民主主義社会」なる用語は 

用いられていないので、戦後社会で言われる「民主主義社会」とは「制度的意 
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味」が明確にされないまま、戦後７０余年が経過してきたと言わざるを得ない。 

  （ⅱ）「民主主義社会」が「古代ギリシアの都市国家で行われていた直接統治の政 

治形態」を原型とする「人民が主権を持ち、人民の意思を基に政治を行う主 

義」、即ち「個人が他者に支配されることなく、主体的に生きられる社会」（第１ 

章 §１．「愛国心」に対する国民のアレルギー（４）参照）を想定するものと 

して、戦後の日本社会における「民主主義社会」の原点として「地域社会共同体 

における構成員の権利と義務の関係」について整理し明示しておくことが「我が 

国の民主主義社会の安定した発展を堅持する」上で不可欠である。 

これらの「地域社会共同体」における「構成員の間の権利と義務の関係」は、 

「以和為貴」＝「和を以て貴しと為す」（「十七条憲法」第１条）を旨とする我が 

国社会では必ずしも成文化されているものではないが、「論点整理」として敢え 

て明示することに意義がある。 

   （２）「地域社会共同体の形成」と「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づき保障さ 

れるべき「自由と権利」の整理 

【個人の自由と権利に係る事項】 

 ①人間として生きる自由と権利（健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を 

  含む。） 

 ②地域共同体（地方自治体）の運営と統治に参画する権利（普通選挙権、公務員 

になる権利を含む。） 

    ③暴力と犯罪からの自由 

    ④拷問及び残酷な刑罰からの自由 

    ⑤性別、門閥等による差別からの自由 

    ⑥職業選択、移動の自由 

    ⑦年金の支給を受ける権利 

    ⑧健康保険、介護保険等の社会保障を受ける権利 

    ⑨財産所有の自由 

    ⑩請願する権利の保障、等 

   【家族社会の維持に係る事項】 

    ⑪両性の合意による婚姻の自由と保障 

    ⑫家庭における夫婦の本質的同等の権利（扶養を受ける権利を含む。） 

    ⑬子供の学校教育に参画する権利（ＰＴＡへの参画等） 

   【地域社会共同体（地方自治体）の運営に係る事項】 

    ⑭地域社会共同体（地方自治体）による地方自治・統治の権利 

    ⑮地方自治体による収支予算の編成の権利、地方税徴収等の権利 

    

   （３）「地域社会共同体の形成」と「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づき課され 
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るべき「義務」の整理 

   【個人の義務に係る事項】 

    ①納税の義務 

    ②地域社会の安全と自治を支える義務 

    ③家庭における夫婦の本質的同等の権利を基本として、相互協力及び扶養の 

義務 

    ④子供に対する扶養及び義務教育を与える義務 

    ⑤他の構成員の生活に支障を及ぼさない義務 

    ⑥犯罪を犯さない義務 

    ⑦自治会活動への参画の義務 

    ⑧防災訓練への参画の義務、等 

   【家族社会の維持に係る事項】 

    ⑨個人の尊厳と両性の本質的平等の尊重義務 

    ⑩夫婦の同等の権利と相互協力の義務（扶養の義務を含む。） 

    ⑪子供の養育の義務 

    ⑫子供の教育の義務 

    ⑬家庭内暴力の禁止、並びに児童虐待の禁止 

    ⑭家庭労働における協力の義務 

    ⑮地域社会活動への参画の義務、等 

    【地域社会共同体（地方自治体）の運営に係る事項】 

    ⑯治安の維持及び犯罪からの保護の義務 

    ⑰地域共同体の運営に参画する義務 

    ⑱地域共同体構成員の生命と財産の保障の義務 

    ⑲義務教育の実施 

    ⑳地域経済活動の振興の義務 

    ㉑国境の監視と防犯活動への協力・指導義務、等 

       

（４）これらの「地域社会共同体の形成」と「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基 

づく「権利と義務に関する地域社会の取決め」に関して、地域社会共同体の構 

成員（成人）に対する教育がしっかりとなされる必要があるところ、人格形成 

期に当たる「高等学校における道徳教育」は「高等学校学習指導要領（「学校 

教育法」施行規則に基づく文部科学省告示）」において「特別の教科としは扱 

わない」とされているという瑕疵がある。 

文部科学省担当職員としては、「特別の教科」としての「道徳教育」は「中学 

校の学習指導要領」に「十分詳しく十分書き込んであるので、これを以て足り 

るとする」考えと推測される。 
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§４．「日本国憲法」における「国民の自由と権利並びに義務」に関する規定 

 （１）「日本国憲法」における「国民が安全に生きるための自由と権利に関する規定」 

    は、以下のとおり。 

   【基本原則】 

    ①すべての基本的人権の享有（第１１条） 

    ②憲法が国民に保証する自由及び権利の保持（第１２条） 

   【個別の自由及び権利に係る事項】（計２７条） 

    ①個人としての尊重（第１３条）    

②法の下での平等、並びに人種、信条、性別、社会的身分又は門地により政治 

的、経済的又は社会的関係における差別の禁止（第１４条） 

    ③公務員の選定及び罷免の権利（第１５条） 

    ④請願の権利（第１６条） 

    ⑤公務員の不法行為による損害賠償の請求権（第１７条） 

    ⑥奴隷的拘束からの自由（第１８条） 

    ⑦思想及び良心の自由（第１８条） 

    ⑧信教の自由（第２０条） 

    ⑨集合、結社及び言論、出版その他表現の自由（第２１条） 

    ⑩居住、移転及び職業選択の自由（第２２条） 

    ⑪学問の自由（第２３条） 

    ⑫婚姻の両性合意による成立と、夫婦同等の権利と相互協力の義務（第２４条） 

    ⑬健康で文化的な最低限度の生活を営む権利（第２５条） 

    ⑭教育を受ける権利（第２６条） 

    ⑮勤労の権利と義務（第２７条） 

    ⑯勤労者の団結権及び団体交渉権の保障（第２８条） 

    ⑰財産権の保障（第２９条） 

    ⑱刑罰、裁判手続き等に関する権利の規定（第３１条～第４０条） 

（２）「日本国憲法」における「国民の義務に関する規定」（計４条）は、以下のとお 

り。 

    ⑲憲法が国民に保障する自由及び権利の濫用の禁止（第１２条後段） 

    ⑳婚姻の夫婦同等の権利と相互協力の義務（第２４条第１項後段） 

    ㉑勤労の権利と義務（第２７条） 

    ㉒納税の義務（第３０条） 

 （３）「日本国憲法」における「国民の自由と権利に関する規定」は、極めて多彩であ 

り、日本の歴史の経験から発想される範囲を超えている。「２，０００年にわた 

り迫害を受けたユダヤ教徒」が「数百年にわたる苦しい戦いの結果勝ち取った歴 
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史上の成果の集大成が直接に反映されている」とは知る由もなかったのである。 

この「憲法草案を提示された日本国の国民」にとって「戦わずして『棚ぼた式』 

に与えられた自由と権利の集大成」であっても、「戦時中の『教育勅語』と国家 

総動員体制」に代わる眩しい平和的・民主的憲法」として、大いに歓迎された。 

「国民の個別の自由と権利に関する規定」の「計２７条」に対して、「国民の義務 

に関する規定」は「わずか計４条」に止まっており、「主権在民」の見地から見る 

と、まさに「国民の自由と権利を保障する民主主義の憲法」である。このことが 

「日本国憲法」が国民に強く支持される所以である。 

 

 

第６章 「地域社会共同体の構成員」の人格形成期における『家族 

  愛と郷土愛・祖国愛』を教える『公徳心教育』の「正規化」の

必要性 

§１．高校時代は「地域社会共同体の構成員（成人）としての人格形成期」で 

あり、「成人教育の最終の段階」とすべきである 

 （１）高校時代は「人間年齢では１６才～１８才の人格形成期」であり、人生で最も大 

切な学習の時代として「国民の人格教育の最終段階」である。この期間においてこ

そ「地域社会共同体の構成員（成人）」としての「成人教育の最終の段階」として「社

会の掟（『自然的社会契約』）」に基づく「権利と義務に関する地域社会の取決め」に

ついて、「公民教育又は道徳教育」の教科を設けて具体的にしっかりと教育されなけ

ればならない。 

 （２）しかしながら、現在の「学校教育法」施行規則に基づく「文部科学省告示」とし 

て示達されている「学習指導要領」では、「小学校」及び「中学校」に関しては 

「特別の教科 道徳」が設けられて教科が編成されているが、「第５章§３（４）」 

で述べたように、「高等学校」については、この時期が「成人」としての自我を確 

立させる大切な時期であるにも拘わらず、「道徳教育は『特別の教科』としては扱 

わない」とされており、重大な瑕疵があるので早急に是正されなければならない。 

文部科学省によれば、「道徳教育」については、義務教育の最終段階である中学校 

の「学習指導要領」における「特別の教科 道徳」において「十分詳しく項目を書 

き込んでおり、かつ成績評価も課しているので、成人となってもその内容を覚えこ 

んでいるはず」であるから「道徳教育は１５歳の中学校生に対する『特別の教科 

 道徳』を以て足りる」との過大評価がなされているのではないかと思われる。 

しかしながら、中学生は成人としては未熟であるので、いくら「中学校では期待さ 
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れる望ましい日本国民として『特別の教科 道徳』の成績評価が上出来」であって 

も、「公民（成人）に成る頃」には「地域社会共同体の構成員としての権利と義務 

の関係」等については、すっかり忘れてしまっている事態」が危惧される。かつ、 

「道徳教育を成績評価の対象とする」ことは「禁じ手」であり、逆効果である。 

 

§２．「高等学校学習指導要領」における「道徳教育の基本方針」の問題点 

   先に「第４章 §６．」で述べたところを再述すると、次のとおり。 

 （１）「学校教育法」施行規則第５７条の２及び第６３条の２の規定に基づき「文部科 

学省告示」として定められる「高等学校学習指導要領」（平成１４年５月２４日文 

部科学省告示第１０５号改正）の「第１章 総則 第１款 教育課程の編成の一般 

方針」において、「道徳教育の指導方針」として告示されているところは、次のと 

おり。 

  「２．学校における道徳教育は、①「生徒が自己探求と自己実現に努め国家・社会 

   の一員しての自覚に基づき行為しうる発達段階にあることを考慮し」、②「人間と 

   しての在り方生き方に関する教育を学校の教育活動全体を通じて行うことにより、 

   その充実を図ることとし」、③「各教科に属する科目、特別活動及び総合的な学習 

時間のそれぞれの特質に応じて適切な指導を行わなければならない。」 

（２）「各教科・科目等における人間としての在り方生き方に関する教育の展開」 

        （この項「高等学校学習指導要領解説」（文部科学省）による） 

「人間としての在り方生き方に関する教育は、学校の教育活動全体を通じて各教 

科・科目、総合的な学習の時間及び特別活動のそれぞれの特質に応じて実施するも 

のである。特に、「公民科」の「現代社会」及び「倫理」、特別活動にはそれぞれの 

目標に「人間としての在り方生き方」を掲げており、これらを中核的な指導の場面 

として重視し、道徳教育の目標全体を踏まえた指導を行う必要がある。」 

【現代社会】（１）現代に生きる私たちの課題、（２）現代の社会人としての在り 

方生き方、を大きな内容の柱としている。 

    【倫理】（１）青年期の課題と人間としての在り方生き方、（２）現代と倫理、を 

大きな内容の柱としている。 

    【政治・経済】（１）現代の政治、（２）現代の経済、（３）現代社会の諸課題、 

を大きな内容の柱としている。 

（３）高等学校における「道徳教育」及び「公民教育」の問題点 

    （１）及び（２）に述べたところから、現在の高等学校における「道徳教育」及び 

    「公民教育」の特徴は、一般的な「人間としての在り方生き方に関する教育」が 

「期待される望ましい日本国民に対する道徳教育及び公民教育」の内容として「国 

側・文部科学省からの一方的指導」として規定され示達されていることである。 

そこには、「民主主義社会の成立の原点や本質についての教育」や「地域社会共同 
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体の「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づく「権利と義務に関する地域社会の 

取決め」等に関しては、全く教えられていないところが問題点であると考える。 

むしろ、「民主主義社会の根本については、教育の場から疎外する姿勢」さえ看取 

される。けだし、「文部科学省設置法」に基づき与えられている「教育行政に関す 

る国の指導監督の権限」に照らせば、文部科学省の姿勢は当然と言える。 

 

§３．「地域社会共同体の構成員」の人格形成期における『家族愛と郷土愛・ 

祖国愛』を教える『公徳心教育』の「正規化」の必要性 

 （１）我が国社会の構成員「公民」としての人格形成期は、「高等学校時代（１６才～ 

１８才）」であり、この期間において「民主主義社会をしっかりと支える構成員」 

としての「道徳教育」及び「公民教育」を施す必要があるが、現行の「高等学校学 

習指導要領」の教科内容では目的を達しうる内容とはなっていない。 

 （２）「成人」としての自我と責任の自覚を確立させて「人格を完成させる時期」にあ 

る高校時代こそ、「道徳教育」や「公民教育」は必要であり、文部科学省が告示 

「高等学校学習指導要領」で想定している「高校生像」は、現実に生起している社 

会現象（家庭の崩壊、童虐待等の発生）に照らせば、「理想化され、美化され、過 

大評価されている高校生像である」と判断せざるを得ず、無責任である。 

（３）我が国の「民主主義社会の安定した発展を堅持する」ためには、教育の場におい 

  て「地域社会共同体における『民主主義社会』の成立に関する基本的契約関係」 

（権利と義務の関係等）」について積極的に議論し、現在、危機に瀕している『家族 

愛』や『郷土愛』・『祖国愛』を正面から取組む教科として、「高等学校学習指導要 

領」を改訂し、『公徳心教育』を「『特別の教科』として正規化する」必要がある。 

なお、『公徳心教育』は、「地域社会共同体の構成員（公民）」に対する「人格教育 

の最終段階」として大切な「特別の教科」であるから、決して「成績評価の対象と 

してならない」ことを指摘して置きたい。 

 

 

§４．「成人教育」としての『公徳心教育』において教えるべき項目（私案） 

『公徳心教育』において教えるべき項目の例を、「第５章 §３ 戦後民主主義社会 

における「地域社会共同体の形成」と「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づく「権

利と義務に関する地域社会の取決め」に関する論点整理」の記述から略述する 

と、次のとおり。 

［Ⅰ］【民主主義社会の成立の歴史や本質に係る事項】 

 ［Ⅱ］【「地域社会共同体の成立」に伴う「社会の掟（『自然的社会契約』）」に係る事 

項】 

    ①村落共同体  ②市町村   ③都道府県   ④国家社会 
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 ［Ⅲ］【「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づき保障されるべき自由と権利に係る事 

項】 

   （１）【個人の自由と権利に係る事項】 

     ①人間として生きる自由と権利（健康で文化的な最低限度の生活を営む権利） 

     ②地域共同体（地方自治体）の運営と統治に参画する権利 

     ③暴力と犯罪からの自由 

     ④性別、門閥等による差別からの自由 

     ⑤職業選択、移動の自由 

     ⑥年金の支給を受ける権利 

     ⑦健康保険、介護保険等の社会保障を受ける権利 

     ⑧財産所有の自由、等 

   （２）【家族社会の維持・運営に係る事項】 

     ⑨両性の合意による婚姻の自由と保障 

     ⑩非婚の自由 

     ⑪家庭における夫婦の本質的同等の権利（扶養を受ける権利を含む）の保障 

     ⑫子供の教育に参画する権利（ＰＴＡ活動への参画等） 

   （３）【地域社会共同体（地方自治体）の運営に係る事項】 

     ⑬地域社会共同体（地方自治体）による地方自治・統治に関与する権利 

     ⑭地方自治体による収支予算編成の権利、地方税徴収等の権利 

     ⑮国政に対する施策要求の権利 

 ［Ⅳ］【「地域社会共同体の形成」と「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づき課され 

     る義務に係る事項】 

     ①納税の義務 

     ②地域社会の安全と自治を支える義務 

     ③家庭における夫婦の本質的同等の権利を基本とした相互協力及び扶養の義務 

     ④子供に対する扶養及び義務教育を与える義務 

     ⑤家庭内暴力の禁止、並びに児童虐待の禁止（「児童虐待防止法」の規定） 

     ⑥他の家族構成員の生活に支障を及ぼさない義務 

     ⑦自治会活動、防災訓練への参画の義務、等 

  [Ⅴ]【家族社会の維持に係る事項】 

     ⑧夫婦の協力の義務(扶養の義務を含む) 

     ⑨子供の養育の義務 

     ⑩子供の教育の義務 

     ⑪家庭労働における協力の義務 

     ⑫地域活動への参画、等 

  ［Ⅵ］【地域社会共同体（自治体）の運営に係る事項】 
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     ⑬治安の維持及び犯罪からの保護の義務 

     ⑭地域社会共同体の運営に参画する義務 

     ⑮義務教育の実施 

     ⑯地域社会経済活動の振興と、労働権の保障 

     ⑰国境の監視と防犯活動への協力・指導義務。等 

 

 

第７章 「第１次地域社会共同体としての家族社会」を大切にする

心『家族愛』と「家族を守る責務」 

§１．「家族社会」は「第 1次地域社会共同体」である 

 （1）我々人類は、その生命を維持し継承させて行くために、「男性」及び「女性」と言 

う生物学的両性の合意に基づく婚姻を行い「家庭と言う地域社会共同体」を形成す 

る。「家庭を維持し、生命を伝える子孫を残す」との「生命の本能」に従い、両性 

の役割分担と相互協力の下、人間としての生命を伝える「子供」を産み、その養育 

を行うための共同体が「家族社会」である。 

 （２）「日本国憲法」第 24条第 1項において、「婚姻は、両性の合意のみに基づいて成 

   立し、夫婦が同等の権利を有することを基本として、相互の協力により維持されな 

ければならない。」と規定しており、更に、同条第 2項においては「家族社会の維 

持に係る具体的事項」については、「法律は、個人の尊厳と両性の本質的平等に立 

脚して、制定されなければならない。」と強調しており、「日本国憲法」の下での 

「家族社会の在り方の基本的枠組み」を規定している。 

戦後社会における日本女性は、「日本国憲法」の施行により、普通選挙権（婦人参 

政権）の保障（憲法第１５条第３項）とともに、「大日本帝国憲法」下での「封建 

的家族社会の桎梏」から解放されて「平等な人間として尊重」され、「人間らしく 

優しい母性を発揮しながら仕合せに生きる権利」を保障されたと言える。 

 

§２．生物学的「男性」及び「女性」の役割の違いと『家族愛』 

 （１）「男性」及び「女性」という両性は、「個人として尊厳される人間であること」は 

共通であるが、「家族社会」を目的に沿って「平和的にかつ円滑に維持・運営して 

行く基本的考え方」として「人間として平等であるが、身体的特徴を異にしてお 

り、生物学的に役割を異にする部分があること」を認識しておく必要がある。 

 （２）「男性」は、生物学上の「オス」として、①体内で精子を作り「メス」である 

「女性」の体内に届ける、②女性が宿してくれた生命を安心して産めるよう、物心 

両面から家族の生活を支える、③産まれてくる子供の養育のため、外に出て労働を 
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行い生活の糧を稼ぐ、④家族が住む住居を構える、⑤家族社会を守るためあらゆる 

外敵と戦う、⑥家族が安心して暮らせるよう地域社会及び国家社会を支える、等の 

重大な責務を負っている。 

 （３）一方、「女性」は、生物学上の「メス」として、女性ホルモンによる「母性」を 

発揮して、①「男性」から生命の種である精子を受け取り、胎内ではぐくみ、産ま 

れて来た子供を保育する、②「男性が稼いできた生活の糧」により家計を維持し、 

③家庭を整えて家族揃って健康で幸せな生活を維持する等、「人生を家族と共に幸 

せに生きる権利と責務」を負っている。 

 （４）このように「女性」は、「男性が家族に対する責任を果たす」ことを前提として 

「人間としての生命の美しさを輝かせながら、安心して子供を産み、育むことがで 

きる」、即ち、「人間の生命の美しさを伝え、『種の保存』を担うことができる」と 

言う「崇高な役割」を与えられている。 

それ故、女性は「仕合せ（しあわせ）」でなければならない。「語源辞典」（講談 

社）によれば、「仕合せ」とは「シアワセル」＝「為（す）る+合わせる」の語源か 

ら室町時代に生まれた言葉であり、「明解国語辞典」（三省堂）によれば「しあわ 

せ」＝「為シ合わす」の意とされている。このことからすれば、「しあわせ」＝ 

「めぐりあわせ」であり、現代的には「周囲の人から物事がうまく行くように配慮 

された状態を言う。」と解釈したい。従って、「女性のしあわせ」は、偏に「男性で 

ある配偶者の思いやりと協力と奮励努力とにかかっている」のである。 

 （５）このような「男女両性」の役割の相違の認識及び男女間の相互尊重と協力の精神 

に基づき、『家族社会を大切にする心』＝『家族愛』として、地域社会共同体構成 

員（公民）の「人格形成期」にしっかりと教え込まれなければならない。 

即ち、男性には「家族社会に対する男性の責任」を徹底して教え込み「責任感のあ 

る逞しい男」に鍛え上げ、女性には「母性を十分発揮して子供たちを慈しみ育てる 

母親としての喜びと責務」を教え、更に「産まれて来た子供は、地域社会共有の財 

産として地域社会全体で育てる支援システムを構築した民族」だけが、永続的に繁 

栄して行けるものと考える。「結婚して家族社会を構成し、子供を産み育てること」

は「人間の本能としての生命を伝える喜びであること」を誇りに思いたい。 

 

§３．「男女雇用機会均等法」施行による「働く女性の保護・支援」と「十分 

な育児手当の全額国費負担」の必要性 

 （１）女性が勤労しながら若しくは「シングルマザー」として「妊娠・出産・育児」を 

行うことは、並大抵の苦労ではなく、かつ相当の困難を伴うものであるから、 

「母体の健康を維持する」ためにも、家庭社会における両性の協力に加えて「雇用 

する企業と地域社会全体による強力な保護と支援」が必要である。 

また、子供を育てるには「２４時間連続して慈しみを注ぐため神経は休まらず、 
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育児作業の労働に耐えなければならない」ことのほか、「シングルマザーの家庭 

としての育児費用の支出負担を伴う」から、企業の福利負担による支援に加え 

て、「国及び地域社会（地方自治体）による子育て支援制度」として「十分な育 

児手当の全額国費負担」が不可欠である。 

そして、この「十分な育児手当」は母親に直接支給されなければならない。この 

「十分な育児手当の直接支給を受けること」により、「母親一人でも安心して子 

育てができる社会」となるように政策を徹底しなければならない。 

また、この財源としては、国家社会の構成員が均等に負担する間接税である「消 

費税」が最も趣旨に添い、適切である。 

   （２）この「男女雇用機会均等法」の趣旨は、「雇用における性別を理由とする差別 

の禁止」であるが、「勤労する女性の妊娠、出産等に関するハラスメント対策」、 

「母性健康管理措置」等のほか、「事業主に対する国の援助」も規定されている 

ので、今後、「資金面での更なる国の支援対策強化策」等により「合計特殊出生 

率の回復」を目指しての「国及び地域社会挙げての女性支援対策」が強化される 

ことを期待する。 

 

§４．「第２次地域社会共同体」は、郷土社会としての「地方自治体（都道府 

県、市町村）」であり、『郷土愛』は自然発生的である 

 （１）「日本国憲法」（昭和２１年１１月３日公布 昭和２２年５月３日施行）は、地 

方自治に関して、特に「第８章 地方自治（第９２条～第９５条）」（計４条） 

を設けている。 

（２）「地方自治体」としては「都道府県」及び「市町村」があるが、生活圏のレベ 

ルに応じた行政効率を考慮して「権限の付与及び調整」がなされており、「地方 

自治体」は「第２次地域社会共同体」であると言える。 

 （３）「日本国憲法」第８章で規定している「地方自治体に関する主な権限と権能」 

は、次のとおり。 

    ①地方自治体の議決機関としての「議会設置」（第９３条第１項） 

    ②地方公共団体の長、その議会の議員及び法律に定めるその他の吏員は、地方公 

共団体の住民の直接選挙による選任（第９３条第２項） 

    ③地方公共団体の財産管理権、事務処理及び行政の執行権（第９４条） 

    ④法律の範囲内での条例の制定権（第９４条後段）、等 

 （４）「都道府県」及び「市町村」は、地域社会の構成員にとって、小学校時代～ 

    中学校時代～高等学校時代を過ごした懐かしい『郷土』（ふるさと）である。 

このような「『郷土』（ふるさと）を大切にする心」＝『郷土愛』は、自然発生的 

なものであり、上からの強制には馴染まない。 

『公徳心教育』における『郷土愛』については、地域社会の成立を可能とする 
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「社会の掟（『自然的社会契約』）」における「権利と義務の関係」について詳し 

く教え・思考させることにより「自然発生的に形成される」と思料する。 

 

 

第８章 「第３次地域社会共同体としての祖国」を大切にする心 

『祖国愛』と「祖国の領土を守る決意『防人の誓い』」 

 §１．「第３次地域社会共同体」としての「国家」と祖国の領土を守る決意 

『防人（さきもり）の誓い』 

  （１）我々日本人が古の昔から居住し、日本語で会話をし、共通の政治・経済・文 

化・歴史等日常の生活を営んでい島嶼地域の範囲が「国家としての日本国の領 

土」である。 

地球上には「民族、宗教、生活圏」等の区別による「多数の国家」が存在する。 

通商貿易、情報通信、交通、国際会議等の発達した現代世界においては、「外国 

との外交関係及び国境線の監視」は「国家主権に係る基幹的問題」である。 

（２）特に、「戦争に敗れ、領土を守れない国家」は、敗戦国として領土の喪失、 

戦勝国のための強制労働等の奴隷的処遇の「憂き目」を被るところとなる。 

世界史の通念として「自国民と領土を守れない・守る意思のない国家」は存立し 

得ない。国民は、自国である「祖国の領土の防衛」のために「生命をかける強い 

決意『防人（さきもり）の誓い』を持つことが求められるのは、当然である。 

（３）しかしながら、戦後相当な期間、左翼平和主義者による「外国の軍隊により我 

が国の領土が侵略されても、国連に訴えれば我が国の平和的立場は理解して貰え 

るはずだから、武器を取って戦うことはせず、祈っていればよい。」との「卑怯 

で幼稚で我儘な主張」がまかり通った時代があったことを忘れてはならない。 

因みに、「国連憲章」においては、戦後７０年以上が経過しているのも拘わらず 

現在でも、「常任理事国の既得権益を保護する」ため、「第２次世界戦争における 

敵国条項（第５３条及び第１０７条）」が残されているので、我が国が「外国軍 

隊による我が国領土の侵略の不当性」を国連に訴えても、国連常任理事会では 

「侵略当事者である常任理事国の拒否権発動」により、「我が国の訴えが採用さ 

れることはあり得ない」ことは明らかである。このような左翼平和主義者の「非 

戦と国連への訴えの主張」は「単なる独りよがりの妄想」に過ぎない。 

『防人（さきもり）の誓い』は、我が国の国民にとっては「万葉集」の昔から 

「海行かば」の古歌に示されている『ますらお（丈夫）の誓い』のように、自然 

発生的な「純粋に祖国を守る決意」の発露であり、「まだ汚されていない・日本 

人の魂に訴える清新な『祖国愛』の表現」として適切であると考える。 
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 §２．「国家社会」を大切にする「公民」にとって『祖国愛』・『郷土愛』は当 

然の『公徳心』である 

  （１）一般に「国家社会には我々国民の生活の安全を預けている」のだから、「国家 

社会を大切にしなけれならないこと」に大方の異存はない。 

     この「国家社会を大切にする国民の心情」を「愛国心」又は「国を愛する行 

動」と表現された場合でも、戦時中の「国家総動員体制」下での強制的締付け 

の悪夢の記憶は戦後も受け継がれているから、実に「忌まわしい上から押し付 

けられた胡散臭い愛国心」として拒否されて来た。 

  （２）このため、「国家社会を大切にする心」は、「愛国心」とは別の『まだ汚れてい 

     ない・日本人の魂に訴える清新な呼称』で表現されなければならない。 

     そこで、「国民の感覚の襞に戦争アレルギーを起こさせない『清新な呼称』」と 

     して、我々の住む国家社会を『祖国』と呼び、『祖国を大切にする心』＝『祖 

     国愛』と呼称することを提言したい。 

  （３）しかして、「公民」とは、「新明解国語辞典（三省堂）」によれば、「国民のうち 

で、国や地方公共団体への参政権を有する人びとを言う」とされている。即 

ち、「納税の義務を果たし、国及び地方政治に積極的に参画し、国家社会及び 

郷土社会を主体的に支えている階層の人たち」であるから、『祖国愛』・『郷土 

愛』を持つことは『公民の当然の心情』であると思料される。 

  （４）「新明解国語辞典」（三省堂）によれば、「公徳」とは「公民としての社会生活 

     における道徳」とあり、「道徳」とは「社会生活の秩序を保つために、一人ひ 

とりが守るべき行為の規準」と意義付けされている。 

従って、本稿における『公徳心』とは、「地域社会共同体を維持して行く」た 

め、「権利と義務に関する地域社会の取決め」を守り、「地域社会共同体を大切 

にしてゆくとの地域住民（公民）の強い意志と決意」を指す『清新な呼称』と 

して、具体的には『家族愛』、『郷土愛』、及び『祖国愛』をまとめて新たに 

『公徳心』として捉え、これらを高校時代における『公徳心教育』の対象とす 

ることを提言したい。 

  （５）地域社会共同体の構成員（公民）を健全に育てるに当たり、「成人（公民）に 

対する人格教育の最終段階」として、その人格形成期に当たる「高校時代（１ 

６才～１８才）」に、『特別の教科 公徳心教育』を「高等学校学習指導要領」 

における「正規の教科」として格上げし、「地域社会の掟（『自然的社会契 

約）』」に基づく『権利と義務に関する地域社会の取決めの枠組』+『公民とし 

ての行動規範』＝『公徳心』を具体的に教え込み思考させることが肝要であ 

る。 
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第９章 高等学校おける『家族愛と郷土愛・祖国愛』を教える『公

徳心教育』の「正規化」に関する提言 

 

【提言１】「愛国心」とは異なる「社会を大切にする心」の『清新な呼称』の 

確立 

我が国社会の主体層である「公民」の立場から、「太平洋戦争時代」の

「国家総動員体制」に強制された忌まわしい記憶が残る「愛国心」と訣

別して、「国民の感覚の襞に戦争アレルギーを起こさせない『清新な呼

称』」として、「それぞれの社会共同体を大切にする心」に着目し、「第

１次地域社会共同体」である『家族社会を大切にする心』を『家族愛』

と呼び、「第２次地域社会共同体」である『郷土社会（地方自治体（都

道府県、市町村））にを大切にする心』を『郷土愛』と呼び、更に「第

３次地域社会共同体」である『国家社会を大切にする心』を『祖国愛』

と呼ぶこととし、これらをまとめて『公徳心』と呼称することを提言す

る。 

 

【提言２】「地域社会の『将来の成人（公民）』に対する人格教育」としての 

『公徳心教育』の実施 

    地域社会共同体の構成員（公民）の教育に当たっては、人間教育上最 

    も大切な人格形成期に当たる「高等学校時代（１６才～１８才）」に 

おいて、「地域社会の『将来の成人（公民）』に対する人格教育の最終 

段階」として『公徳心教育』を実施すべきことを提言する。 

また、『公徳心教育』に当たっては、「地域社会共同体及び国家社会の 

基礎にある「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づく「権利と義務 

に関する地域社会の取決め」と「成人（公民）」としての行動規範」 

を明示して教えることを提言する。 

【提言する理由】 

 現在の「学校教育法」施行規則に基づく「文部科学省告示」として制

定されている「学習指導要領」では、「道徳教育」は小学校及び中学

校では「特別の教科：道徳」が規定されているが、「高等学校」につ

いては「特別の教科：道徳は高等学校においては扱わない。」とされ、

「道徳教育」の基本方針として「人間としての在り方生き方に関する

教育を学校の教育活動全体を通じて行うことにより、その充実を図る」

とされている。 
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しかしながら、「地域社会の『将来の成人（公民）』としての人格が最

終的に形成される」のは「高校時代」であるから、この間における「道

徳教育の特別教科扱いを怠ること」は「地域社会の『将来の成人（公

民）』としての人格教育の最終段階」としては著しく瑕疵があり、早急

に是正されなければならない。 

 

【提言３】「高等学校学習指導要領」における『特別の教科 公徳心教育』の 

「正規化」 

現在の文部科学省告示「高等学校学習指導要領」を改訂し、新たに 

『特別の教科』として『公徳心教育』を「正規化するべきこと」を提 

言する。 

この場合、『公徳心教育』は「地域社会の『将来の成人（公民）』に 

対する人格教育の最終段階」であることに鑑み、「考えさせること」 

に重点を置き、「学習の成果」を成績評価の対象としてはならない。 

 

【提言４】『公徳心教育の主要項目』の整理、及び【公徳心教育に関する手引 

書】の作成 

『公徳心教育の主要項目』は以下の６項目に整理することとし、使 

用するテキストは【公徳心教育に関する手引書】と題して、高等学 

校を卒業して社会に出てからも「生涯にわたり『地域社会の成人 

（公民）』としての生活規範を教える手引き書」となる構成とする 

ことを提言する。 

    ［Ⅰ］【民主主義社会の成立の歴史や本質に係る事項】 

    ［Ⅱ］【地域社会共同体の成立に伴う「社会の掟（『自然的社会契 

約（権利と義務に関する地域社会の取決め）』）」に係る事項】 

    ［Ⅲ］【「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づき保障されるべき 

「自由と権利」に係る事項】 

    ［Ⅳ］【「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づき課される「義務」 

に係る事項】 

    ［Ⅴ］【家族社会の維持に係る事項】 

    ［Ⅵ］【地域社会共同体（郷土社会（自治体））の運営に係る事項】 

                            （本文了） 
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 あとがき 

１）このエッセー（随想）は、当初、「何故祖国を愛してはいけないのか」を主テーマに 

筆を起こした。筆者は昭和２０年（１９４５年）８月の「終戦の詔勅」による「終戦 

の日」の翌年の「昭和２１年（１９４６年）４月」に小学校に入学したため、「小学 

校～中学校～高等学校」を通じて、所謂「道徳教育」や「愛国心教育」を受けなかっ 

た世代に属する。「何故祖国を愛してはいけないのか」と周囲に聞いてみても、誰か 

らも明確な回答は与えられなかったので、今回、自らその回答を探した次第である。 

２）戦後７３年にわたる「教育界最大のイデオロギー問題」は、「道徳教育問題」であっ 

た。戦前の「国体」と「国家総動員体制」を進めた「修身教育」や「道徳教育」への 

逆戻りを危惧する勢力からの激しい反発であった。 

３）その後、幾多の変遷を経て、「学校教育法」施行規則に基づく「文部科学省告示」と 

して「学習指導要領」（小学校版、中学校版、及び高等学校版）が示達され、逐次改 

訂が加えられてきており、教育行政を司る文部科学省官僚としては「十分満足できる 

出来栄えと評価される」と思われるが、「道徳教育を成績評価の対象とすること」は 

「禁じ手」であり、逆効果であると指摘しておきたい。 

４）一方、戦後の「日本国憲法」の時代は「主権在民の民主主義社会」とされているが、 

「憲法の前文及び本文」のどこにも「民主主義社会」の文言は見当たらないから、 

「民主主義社会」を成立させる「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づく「権利と 

義務の関係」については、具体的には示されていない。 

我が国が「戦後の民主主義社会を今後とも堅持して行く」ためには、「民主主義社会 

の本質」と「権利と義務の関係」について、地方自治の実情に照らして「自主的に整 

理して社会の構成員に対して明示して置く」ことが肝要である。 

５）文部科学省が「学校教育法」施行規則に基づいて定める「学習指導要領（小学校版、 

中学校版、及び高等学校版）」は、「国の支配に忠実な期待される望ましい国民」を想 

定して「人間としての在り方生き方」を提示しているため、「道徳教育」や「公民教 

育」において民主主義社会の「社会の掟（『自然的社会契約』）」に基づく「権利と義 

務の関係」ついて「明示的に教えること」を求める規定とはなっていない。 

６）このエッセー（随想）では、「戦後の民主主義社会を今後とも堅持して行く」との見 

  地から、「地域社会共同体の構成員に対する『公徳心教育』を、地域社会の構成員の 

  人格形成期に当たる「高校時代」に実施するため、「高等学校学習指導要領」を改訂 

  し「特別の教科 公徳心教育」として「正規化すべきこと」を提言している。 

  そして、この『公徳心教育』において、現在の我が国社会の喫緊の課題である『家族 

愛と郷土愛・祖国愛』について「教えるべき具体的内容」についても提言している。 

高等学校における『公徳心教育』の正規化は、急がれなければならないと考える。 （了） 
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